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1. はじめに  
近年、我が国でもブラウンフィールド問題がクローズアップされ、その問題解決方法の検討が急務となって

いる。 
土壌汚染対策法では、汚染土壌の人への曝露による健康リスクを防止する観点から全国一律の指定基準が設

定され、対策方法についても人への曝露経路を遮断する観点から設定されている。一方、欧米では、サイト別、

土地利用用途別のリスク評価結果に基づいて、対策方法や目標を検討する方法が採用されている。許容範囲を

超えるリスクが指摘された場合のみ対策を実施する考え方は、ブラウンフィールド問題解決の有効な解決策の

一つとして考えられている。 
このような背景のもと、筆者らは、我が国の土壌汚染対策に合ったリスク評価モデル（案）の作成に取り組

んでいる。 
本稿は、①既存のリスク評価モデルで採用されている室内空気経路の曝露、②我が国の代表的な建物構造、

③我が国の建物構造を考慮した室内空気経路の曝露評価モデル（案）について検討した結果の概要を紹介する

ものである。 
2. 既存のリスク評価モデルで採用されている室内空気経路の曝露 
2.1 対象とした既存リスク評価モデル 
我が国の建物構造を考慮した室内空気経路の曝露評価モデル（案）の検討に先立ち、既存のリスク評価モデ

ルで採用されている室内空気経路の曝露について整理を行った。今回の検討では、表－１に示す５ヶ国の７つ

の既存のリスク評価モデルを対象とした。 
 

表－１ 検討対象とした既存のリスク評価モデル 

 

国 リスク評価モデル名 

アメリカ RBCA（Risk-Based Corrective Action）1), 2) 

CSOIL 3) 
オランダ 

VOLASOIL 3) 

イギリス CLEA（Contaminated Land Exposure Assessment）2002年版 4) 

カナダ 
CCMC（カナダ環境関係閣僚会議、Canadian Council of Ministers of the Environment）による
土壌環境ガイドライン値導入のためのプロトコル 5) 

GERAS（地圏環境リスク評価システム、Geo-environmental Risk Assessment System）6), 7) 
日本 

KT-RISK（土壌・地下水汚染リスク評価システム、Kokusai Environmental Solutions & Tsinghua 
University Risk Assessment System for Contaminated Sites）8) 
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2.2 既存リスク評価モデルの室内空気経路の計算式の概要 
既存リスク評価モデルの室内空気経路の計算式を整理した結果、タイプ Aからタイプ Fの６種に分類するこ
とができた。各モデルで採用されている計算式を表－２に示す。 

 
表－２ 各モデルで採用されている計算式（土壌→建物間隙→室内空気） 

 

タ
イ
プ 

採用されている計算式の概要 
R

B
C

A
 

C
SO

IL 

V
O

LA
SO

IL 

C
LEA

 

K
T-RISK

 

G
ER

A
S 

C
C

M
E 

A 

Johnson他 (1990)、Johnson and Ettinger (1991)のモデルに基づく。 
コンクリートスラブが存在し、コンクリートスラブの亀裂を拡散により移

動するものと仮定する。室内での大気の拡散は、完全混合を仮定したボッ

クスモデル。 

○ × × × ○ × ×

A´ タイプ Aに加え、室内外の圧力差により生じる移流を考慮している。 ○ × × × ○ × ○

B 
表層土壌あるいは地下土壌中の汚染物質が、一定期間（住宅地で 30 年、
工業地で 25 年）内に全て揮発すると仮定するモデル。室内での大気の拡
散は、完全混合を仮定したボックスモデル。 

○ × × × ○ × ×

C 

Ferguson他 (1995)、Krylov and Ferguson (1998)のモデルに基づく。コンク
リートスラブが存在し、室内への空気の移動は、関連する材料の間隙を拡

散および室内外の圧力差により生じる移流により移動するものと仮定す

る。 

× × × ○ × × ×

C´ 
タイプ Cと同様な考え方で、コンクリートスラブが存在せず、床下空間が
存在する建物を仮定する。 

× × × ○ × × ×

D 

床下空間が存在する建物を仮定している。 
拡散により移動すると仮定し、床下空間の地表面の境界層フラックスを算

出する。床下空間での大気の拡散は、完全混合を仮定したボックスモデル。

床下空間から室内への大気の拡散は、オランダでの実測値に基づき、経験

的に 1/10に減衰すると仮定。 

× ○ × × × ○ ×

E 

床下空間が存在する建物を仮定している。 
間隙水中濃度より、蒸発と拡散によるフラックスを個々に算出し、合計す

る。 
床下空間での大気の拡散は、完全混合を仮定したボックスモデル。 
床下空間から室内への大気の拡散は、オランダでの実測値に基づき、経験

的に 1/10に減衰すると仮定。 

× ○ × × × ○ ×

F 

床下空間が存在する建物を仮定している。汚染深度、原液の存在などによ

り、異なる方法で間隙空気中濃度を算出。 
土壌間隙空気中濃度から床下空間へのフラックスを算出し、床下空間での

大気の拡散は、完全混合を仮定したボックスモデルによる。さらに、床下

空間から室内大気へのフラックスを算出し、室内空間での大気の拡散は、

完全混合を仮定したボックスモデルによる。 

× × ○ × × × ×

注１） RBCA、KT-RISKでは、Aと Bあるいは、A´と Bで算出した値のうち、小さな値を採用している。 
注２） CSOIL、GERASでは、Dと Eで算出した値のうち、大きな値を採用している。 
 
モデルごとに比較すると、RBCAと KT-RISK、CSOILと GERASは同じ計算式、CCMEは RBCA、KT-RISK
で採用されている式のうち１つを採用しているが、それ以外は異なる計算式が採用されており、国やモデルに

より異なる考え方が採用されている。 
2.3 計算式の相違点について 
国やモデルにより採用されている計算式の相違を明らかにするため、汚染土壌から室内空気濃度への移動過

程毎に計算式の比較を行った。移動過程は、「土壌中の移動」、「建物基礎中の移動」、「建物内の移動」に分類し

た。 
なお、タイプ Bは、表層土壌あるいは地下土壌中の汚染物質が、一定期間（住宅地で 30年、工業地で 25年）
内に全て揮発すると仮定しており、移動過程が考慮されていないため、比較の対象外とした。 
汚染土壌から室内空気濃度への移動過程毎の計算式の比較を表－３に示した。 
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表－３ 汚染土壌から室内空気濃度への移動過程毎の計算式の比較 
 

汚染土壌から室内空気濃度への移動過程 
土壌中の移動 建物基礎中の移動 建物内の移動 タ

イ
プ 計算の 

出発点 
土壌中の 
移動媒体 

土壌中 
の移動 

建物基礎の 
通過箇所 

建物基礎

中の移動

床下空間

での拡散 
床材中の 
移動 

室内空間

での拡散

A 汚染土壌 
土壌 

間隙空気 
拡散 

コンクリート 

スラブ内の亀裂
拡散 （なし） （なし） 

BOX 

モデル 

A´ 汚染土壌 
土壌 

間隙空気 
拡散 

コンクリート 

スラブ内の亀裂

拡散 

移流 
（なし） （なし） 

BOX 

モデル 

B 汚染土壌 
表層土壌あるいは地下土壌中の汚染物質が、一定期間 

（住宅地で 30年、工業地で 25年）内に全て揮発すると仮定 

BOX 

モデル 

C 
建物直下の

汚染土壌 
（なし） （なし） 

コンクリート 

スラブの間隙 

拡散 

移流 
（なし） 

拡散 

移流 

BOX 

モデル 

C´ 
建物直下の

汚染土壌 
（なし） （なし） 建築材料の間隙

拡散 

移流 

BOX 

モデル 

拡散 

移流 

BOX 

モデル 

D 汚染土壌 
土壌 

間隙空気 
拡散 

コンクリート 

スラブの間隙 
拡散 

BOX 

モデル 

E 汚染土壌 
土壌 

間隙水 
拡散・蒸発

コンクリート 

スラブの間隙 
拡散 

BOX 

モデル 

オランダでの実測値に

基づき、室内濃度は床

下空間濃度の 1/10とす
る。 

F 汚染土壌 
土壌 

間隙空気 
拡散 

コンクリート 

スラブの間隙 

拡散 

移流 

BOX 

モデル 

拡散 

移流 

BOX 

モデル 

 
(1) 土壌中の移動 
多くの計算式で、汚染土壌含有量より土壌間隙空気の濃度を算出し、拡散により地表面まで移動するとい

う考えが採用されている。タイプ Cおよびタイプ C´では、建物直下に汚染土壌が存在していると仮定して
いるため、土壌中の移動は考慮されていない。また、タイプ Eでは、汚染土壌含有量より土壌間隙水の濃度
を算出し、拡散・蒸発により地表面まで移動するという考えを採用している。 
(2) 建物基礎中の移動 
建物構造により、異なる計算式が設定されている。コンクリートスラブが存在する場合は、亀裂を通過し

ていくという考えと間隙を通過していくという考えの２種類が存在する。また、コンクリートスラブが存在

しない場合でも、コンクリートスラブに関する項を考慮せず計算する場合と、砕石等の建築材料の間隙を通

過していくという考えの計算式を用いる場合の２種類が存在する。移動についても、拡散のみとする考えと

室内外の気圧差により生じる移流も考慮する場合の２種類がある。 
(3) 建物内の移動 
閉鎖空間での拡散は、いずれも完全混合を仮定した BOXモデルが採用されている。 
建物構造としては、床下空間が存在する場合と存在しない場合 2種類があり、床下空間から室内空間へは、
拡散と室内外の気圧差により生じる移流により移動するという考えと実測値に基づき低減率を定めている

ものがある。 
 
3. 我が国の代表的な建物構造について 
既存リスク評価モデルの室内空気経路の計算式を整理した結果、室内空気経路の計算式は、国、モデル毎に

異なっていることが分かった。これは、土壌間隙空気から室内空気への移動が建物構造に大きく影響を受ける

ことから、各国の建物構造を考慮した計算式を採用しているためと考えられる。 
したがって、我が国のリスク評価モデルにおいても、建物構造の特徴を勘案した計算式を採用することが必

要と考える。 
我が国では、多湿という気象条件を考慮し、戸建住宅では木造で床下空間を設けた「木造在来工法」の住宅

が多く普及している。一方、近年は、気密性の高い住宅のニーズが高まってきており、床下空間に換気口を設

けない基礎断熱工法を採用した木造住宅も普及していきている。また、マンションなどの鉄筋コンクリート構

造の共同住宅の割合も増加している。 
総務省統計局による「平成 15年住宅・土地統計調査」によると、一戸建てが 56.5％、共同住宅が 40.0％で全
体の 96.5％を占めており、建物構造は、木造が 31.7%、防火木造が 29.7%、鉄筋・鉄骨コンクリート造が 31.9％
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でこの 3種で 90％以上を占めている 9)。 
土壌間隙空気から室内空気への移動という観点からみると、大きく影響を与える要因として、①コンクリー

トスラブの有無、②床下空間の有無の２点が挙げられる。 
表－４にコンクリートスラブの有無と床下空間の有無より我が国の代表的な建物を分類した。 
 

表－４ 我が国の代表的な建物の分類 

 

床下空間あり 
 

床下換気口あり 床下換気口なし 
床下空間なし 

コンクリートスラブなし 
独立基礎、布基礎の 
木造住宅 

（一般的でない） （一般的でない） 

コンクリートスラブあり 
（床スラブ、べた基礎を含む） 

べた基礎の木造住宅 
基礎断熱工法の戸建住宅

二重床構造のマンション

マンション 
店舗など商業施設 
工場などの工業施設 

 
4. 我が国の建物構造を考慮した室内空気経路の曝露評価モデル（案） 
4.1 我が国の代表的な建物構造モデルの設定 
我が国の代表的な建物構造モデルとして、表－５に示すコンクリートスラブのないモデルとコンクリートス

ラブのあるモデルの２種類を設定する。 
表－４に示す分類のうち、基礎断熱工法の戸建住宅や二重床構造のマンションなどの建物は、気密性が高く、

床下空間と室内空間の空気は同質と考えられるため 10)、コンクリートスラブのあるモデル（床下空間のないモ

デル）を用いて評価できると考える。同じく表－４に示すべた基礎の木造住宅は、本来、床下空間での希釈が

起こりうるが、安全側の評価となるため、コンクリートスラブのあるモデル（床下空間のないモデル）によっ

て評価することが妥当と判断した。 
 

表－５ 我が国の代表的な建物構造モデルと計算式設定の条件 

 

我が国の代表的な建物構造モデル 計算式設定の条件 

コンクリートスラブのないモデル 

・日本の標準的木造建物である。 

・基礎構造は布基礎、独立基礎などのコンクリートスラブが存在しない形式と

する。 

・高さ 45 cm 以上の床下空間が存在し、床下空間の下には土壌が露出している

ものと仮定する。 

・建物構造上、気密性が低いため、土壌中の空気は床下空間に容易に侵入する

ものと考える。 

・床下空間および室内空間では、換気により希釈される。 

・密閉性が低いため、構造物内外の気圧差に起因する移流は考慮しない。 

コンクリートスラブのあるモデル 

（べた基礎を含む） 

・べた基礎、床スラブなど、室内空間の下部にコンクリートスラブが存在する

建物である。 

・床下空間は存在していない、あるいは床下空間と室内空間は一体と評価でき

ると仮定する。 

・ある程度密閉性が高い構造物であることを想定しており、構造物内外の気圧

差が生じるものと仮定する。 

・床下換気口が存在する場合は、床下空間での希釈効果が加味されるが、安全

側の評価となるため、本モデルでは考慮しない。 

・マンション、店舗等についても、本モデルを採用する。 

・地下室がある場合は、地下の基礎スラブより下位に汚染土壌が存在するもの

とし、汚染土壌内に地下室が存在しているケースは想定していない。 
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4.2 我が国の室内空気経路の曝露評価モデル計算式の設定 
(1) コンクリートスラブのないモデル 
汚染物質を含む土壌ガスは、汚染源（汚染土壌）から床下空間まで拡散により移動する。床下空間に達し

た土壌ガスは、床下空間で希釈される。希釈は、空気交換率と床下空間高さを定数とした完全混合を仮定し

たボックスモデルを用いる。 
床下空間から室内空間への移動は、国内での実測値や研究成果はほとんどないため、CSOIL、GERASで採
用されている寄与率を用いることとした。なお、CSOIL、GERASでは、寄与率は、オランダでの実測値を元
に「床下空間の濃度の 1/10が室内空間の濃度」としている。また、室内での換気対策を考慮できるよう、国
内の換気基準（一時間当たり 0.5回）に対する比率を考慮できる項を追加設定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ コンクリートスラブのないモデルの計算式と概念図 

 
(2) コンクリートスラブのあるモデル 
汚染物質を含む土壌ガスは、汚染源（汚染土壌）からコンクリートスラブ底面まで拡散により移動する。

コンクリートスラブ底面に達した土壌ガスは、コンクリートスラブの亀裂を拡散および室内外の気圧差によ

り生じる移流により室内空間に移動する。室内空間に移動した土壌ガスは、室内空間で希釈される。希釈は、

空気交換率と室内空間高さ（床下空間が存在する場合は床下空間の高さと室内空間の高さの合計値）を定数

とした完全混合を仮定したボックスモデルを用いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ コンクリートスラブのあるモデルの計算式と概念図 
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Cesp ：室内空気中の濃度(mg/m3) 

Ca ：土壌間隙空気中の濃度(mg/L) 

DFcrawl ：床下空間における希釈項(m/sec)  

Fbi ：床下空間から室内空間への寄与率 

ER ：室内空気交換率（1/sec） 

Ls ：汚染源の深さ(m) 

Ds
eff ：不飽和帯土壌の有効拡散係数(m2/sec)  

 
Cesp ：室内空気中の濃度(mg/m3) 

Ca ：土壌間隙空気中の濃度(mg/L) 

DFesp ：室内における希釈項(m/sec)  

Ls ：汚染源の深さ(m)  

Lcrk ：建物基礎の厚さ(m) 

Ds
eff ：不飽和帯土壌の有効拡散係数(m2/sec)  

Dcrk
eff ：亀裂中の有効拡散係数(m2/sec)  

Ab ：建物基礎の面積(m2) 

Qs ：建物基礎を通る空気流量(m3/sec)  

ξ ：空気流の無次元数  

  

地表面

（深さ Ls） 

（室内空気濃度 C
esp
)

（間隙空気濃度 Ca)
↑ 
（土壌濃度 Cs)

（有効拡散係数 Ds
eff） 

（室内における希釈項 DF
esp
)

（亀裂中の有効拡散係数 D
crk
eff） 

（建物基礎を通る空気流量 Qs） 

コンクリート
スラブ

（厚さ Lcrk） 

地表面
（床下空間空気濃度 Ca,crawl)

（深さ Ls） 

（室内空気濃度 Cesp)

（間隙空気濃度 Ca)
↑ 
（土壌濃度 Cs)

（有効拡散係数 Ds
eff） 

（床下における希釈項 DFcrawl)

床下空間から室内空間
（への寄与率 Fbi） 

建物基礎

床下換気口

（国内の換気基準 一時間
）当たり0.5回 に対する比

（率 0.5/3600ER） 
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5. まとめと今後の課題 
既存リスク評価モデルの室内空気経路の計算式を整理した結果、室内空気経路の計算式は、国、モデル毎に

異なっていることが分かった。これは、土壌間隙空気から室内空気への移動が建物構造により大きく影響を受

けることから、各国の建物構造を考慮した計算式を採用しているためと考えられた。 
我が国の代表的な建物構造について整理した結果、土壌間隙空気から室内空気への移動に大きく影響を与え

る要因として、①コンクリートスラブの有無、②床下空間の有無の２点が挙げられた。 
以上の検討を基づき、我が国の室内空気経路の曝露評価モデル計算式として、コンクリートスラブのあるモ

デルとコンクリートスラブのないモデルの２つのモデルを設定した。 
今後の課題として以下の点が挙げられる。 
(1) 設定したモデル・計算式の評価・検討 
今回、設定したモデル・計算式は定性的な判断により設定したものであり、定量的な評価がなされていな

い。今後、パラメータの検討およびその根拠の設定を行い、感度解析等により定量的な評価・検討を行う必

要がある。 
(2) 建物パラメータの設定 
床下空間から室内空間への空気の移動など、我が国の建物構造に関係するパラメータの知見は不充分であ

る。今後、建物建材のパラメータや実態を把握し、実態に即した建物パラメータの設定を行う必要がある。 
(3) 実測データとの整合を図る必要がある 
モデル・計算式の妥当性を確認するため、実際の土壌汚染地での室内空気の実測データと比較する必要が

あると考える。しかしながら、現時点では、土壌汚染地に建てられた建物の室内空気濃度の実測データは皆

無に近い状態であるため、今後、実測データの集積が求められる。 
6. おわりに 
改正土壌汚染対策法では、人の健康被害のおそれの有無により「要措置区域」と「形質変更時要届出区域」

に分類された。この分類の考え方は、健康影響を防止することを目的とした合理的な措置や管理を推進する枠

組みであり、今後、土地所有者等の土壌汚染対策に対する考え方が汚染土壌の除去（リスクゼロ）から汚染土

壌の管理へと変わっていくものと考えられる。 
このような汚染土壌の管理という考え方が進展していくと、我が国においてもより合理的な管理であるサイ

ト別、土地利用用途別のリスク評価結果に基づく管理という考え方に発展していく可能性があるものと考えら

れる。（社）土壌環境センターでは、このような将来のニーズに対応していくため、リスク評価活用方法検討部

会の活動を引き継ぐかたちで「リスク評価方法検証部会」を立ち上げ、我が国の土壌汚染対策に合ったリスク

評価モデル（案）の作成を目指して今後も継続して活動していく予定である。 
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